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要約

本研究では、2006年10月24日より施行された携帯電話の番号ポータビリティ(MNP)制度に対する政策評価に基づき、契約期間・違約金といった携帯電話通信事業者(キャリア)側が人為的に設定できるスイッチングコストに注目して、その実証分析を行った。

分析の結果、MNP導入前後1年間にキャリアを変更したユーザーが、変更していないユーザーと比較して、平均的に1契約あたり契約期間で約1ヶ月、違約金で約720円それぞれ上昇していた。つまり、スイッチングコスト低減を狙った政策が実施される一方で、契約拘束・違約金によって、逆にスイッチングコストが上昇し、政策の効果を減殺していたことになる。なお、実際には月単位の契約や違約金は存在しないため、MNP導入前後にキャリアを変更したユーザーの比較的多くが、1年や2年といった契約期間拘束と違約金を伴う契約に加入していたと言える。
こうした結果から、スイッチングコスト低減に関する政策を行う際には、通信事業者の行動を加味した政策運用を行う必要性があると提言する。
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１．はじめに

日本の携帯電話市場では、寡占的な通信事業者間競争の中で各社が携帯電話端末の販売・流通過程に対して強い支配力を持つ、いわゆる垂直統合型のビジネスモデルが展開されてきた。一方で携帯電話の契約に付随する電話番号・メールアドレス等については、それが端末契約の個を特定する上で最も重要な要素であるにも関わらず、通信事業者間を越えての移動は不可能な状態であったため、これが携帯電話市場におけるスイッチングコストを高める要因となっていた。

　このため、2006年10月に総務省によって「携帯電話の番号ポータビリティ制度」が導入され、携帯電話番号が通信事業者間を越えて持ち出せるようになった。この政策効果に関しては、大橋・北野・齋藤(2007)らの研究により、「携帯電話の番号ポータビリティ制度」導入によりスイッチングコストが約50％程度低下したことが示されている。

　しかしスイッチングコストの要素の中には通信事業者の行動によって左右されるものがあり、特に携帯電話の料金プランや長期契約に付随する解約手数料（違約金）については、番号ポータビリティ制度の導入前後辺りから通信事業者による新たな設定がなされている。これらの要素が消費者のスイッチングコストを上昇させていれば、「携帯電話の番号ポータビリティ制度」によるスイッチングコストの低減効果は、通信事業者の行動によって一部が相殺されている可能性がある。

　本研究では携帯電話事業者による長期契約プランや解約手数料の設定による消費者への影響について「携帯電話の番号ポータビリティ制度」導入前後のデータを用いて、計量的な分析を行う。
　文章の構成は以下のとおりである。まず第二章でスイッチングコストをめぐる議論と、MNP制度の概要について紹介する。第三章ではMNP導入前後の各キャリアの契約オプション変更に注目して、スイッチングコストの増減を定量的に推計する。第三章の結果を受けて、第四章では結論と政策提言を述べる。
２．MNPとスイッチングコスト

２．１．スイッチングコストとは
スイッチングコスト( switching cost )とは、「何らかの財を既に利用している消費者が、ある時点からその財の供給者や銘柄などを変更しようと考え“乗り換え”ようとするとき、追加的に発生する費用」全般を指して使用されている用語である
 。

このときの費用とは、金銭的な追加負担のみに限らない。“乗り換え”に伴って消費者に発生する心理的な負担や、それにより増加する手間などについても、スイッチングコストの定義に含まれる。

図２．１．　金銭的負担に限らない様々なコストの例

[image: image1.emf]
出典：“Telecommunications Service and Policy” Term Project

なおスイッチングコストについて考えるとき、乗り換え前後の２財は本質的には同じような内容の財・サービスであり、事前的にはその２財が消費者にとって無差別な選好関係にあったことが前提となる。すなわち最初に財を購入する時点では、その２財は消費者にとって同等の効用が期待されると仮定し、購入時点で既に２財の間に存在する選好の差は、スイッチングコストには含まれない。

このスイッチングコストには、大きく分けて以下の３つの費用が含まれる。

① 取引費用　( transaction cost )

② 学習費用　( learning cost )

③ 人為的費用( artificial or contractual cost )

①は乗り換え時に付随する取引に必要とされる費用、②は乗り換えにあたり新たな財の利用に必要な消費者の費用である。銀行口座の乗り換えを例に挙げると、A銀行にある口座をB銀行に移そうと考える場合、その銀行口座を移設するにあたり「A銀行の口座を解約し」「B銀行で新たに口座を開設する」ための新たな取引費用がかかるし、また「B銀行の定款を新たに読み、支店の場所を新たに覚え、ATMの操作方法や振込み用紙の記入方法を新たに覚える」ための学習費用がかかる。これらの費用は消費者個人によってその程度が異なる、という性質を持つ。

一方で③の人為的費用は、財の供給者である生産者側が意図的に設定する費用である。財・サービスの販売を消費者に販売する際、次回購入時に価格を割り引くためのクーポンやポイントカードを発行したり、長期契約に付随した割引条項を設定する場合がある。これらの設定は消費者にとって心理的にも「お得」なものである一方、乗り換え時にはこれらのインセンティブを失うことになるため、結果的には生産者が意図的なスイッチングコストを生み出す要因となっている。

以上のことから、競争的市場で他社との販売競争を行う企業にとっては、①の取引費用と②の学習費用は外生的なスイッチングコスト、一方で③の人為的費用は内生的なスイッチングコスト、ということになる。

これらのスイッチングコストが存在することにより、消費者がある財を選択し購入による利用を開始した後、他社によってより魅力的な価格やサービス内容が提示されたとしても、「その魅力よりスイッチングコストの方が大きい場合は、そちらに乗り換えることができない」という状況に陥ってしまう（この状態は“ロックイン”と表現される）。

供給者の立場からすれば、スイッチングコストが高い市場においては、初期に新規顧客を多く集め、自社サービスに“ロックイン”してしまえば、その後は高いスイッチングコストによって消費者の乗り換えが抑止され、長期的に顧客を確保できることになる。

このためそのような市場では、まず初期に顧客シェアを確保するための激しい価格競争が発生し、財・サービスが市場に浸透した後に、スイッチングコストによるロックイン効果を見込んだ高い料金設定に変更するといった価格戦略が発生する。あるいは初期の顧客シェア争いの時点で違約金設定を伴う長期契約を結ばせることによって、消費者を強制的にロックインするための拘束を課すようになる。これらの戦略は、本来の競争市場における均衡価格よりも高い価格水準を維持する、あるいは消費者の自由な移動を拘束し効用最大化選択の機会を奪うなどによって、経済厚生の損失に繋がる恐れがある。

ただし、ここで消費者が将来に対する正確な予測を行い、経済効率的な思考を行うことができるのであれば、初期に発生する価格競争の裏側には事後の高価格設定が待っていることを見越し、新規加入の際にそれらを考慮した上での価格設定や割引契約を求めるはずである。この意味においては、スイッチングコストの存在自体がそのまま資源配分の非効率性、あるいは経済厚生の損失に直結するとは断言できない。

しかしながら、Farrell and Klemperer(2007)に示されているように、規模の経済などのその他の要因を考慮した場合にはスイッチングコストの存在が資源配分の効率性をゆがめてしまう可能性が高い。こうした観点から、日本の携帯電話市場において、スイッチングコストを引き下げる政策を検討する意義が見出せる。

図２．２．　携帯電話市場における“ロックイン”の例

　　[image: image2.emf]
国内の携帯電話市場においては、消費者が途中でサービスを乗り換える際のスイッチングコストにあたるコスト要素が多く見受けられる。

まず、携帯電話の番号およびメールアドレスは消費者が携帯電話通信サービスを受ける上で個を特定するための重要な要素であるが、これらは個々の通信事業者によって契約と紐付けられ、消費者へ割り当てられたものであり、消費者がある通信事業者から別の通信事業者に乗り換える際に、これらの携帯電話番号やメールアドレスを持ち出すことは一切不可能である（後に言及する携帯電話の番号ポータビリティ制度により、携帯電話番号については2006年10月より持ち出しが可能となった）。

このため通信事業者の乗り換えを行う際には必ず携帯電話番号とメールアドレスを変更する必要があり、消費者にとって相当なスイッチングコストとなっていた。このことは、携帯電話利用者の中に番号ポータビリティへの要望が多く見られたことからもうかがえる。

図２．３．　携帯電話番号の番号ポータビリティの需要

[image: image3.emf]
出典：携帯電話の番号ポータビリティの在り方に関する研究会報告書

また国内の携帯電話市場では、通信事業者が端末機器の販売・流通過程に対しても強い支配力を持つ、いわゆる垂直統合型のビジネスモデルが展開されてきたことにより、携帯電話端末そのものが通信事業者ごとに特化した商品となっている。

このため端末に搭載されるアプリケーションの機能や操作方法が異なり、楽曲やアプリケーションデータ、あるいは携帯電話に登録した電話帳やメールデータについての通信事業者をまたいだ移動が不可能あるいは困難となっており、携帯電話市場におけるスイッチングコストとなっている。また携帯電話端末そのものが通信事業者に特化しているため、通信事業者を乗り換える際には端末そのものを買い直す必要があることも、消費者にとって大きなスイッチングコストとなっている。

2001年12月に公表された「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会」中間報告書草案においても、『移動通信分野においては、垂直統合型のビジネスモデルとして、端末販売と通信サービス（通信事業者の選択）がバンドル化（一体化）され、端末機器の価格を低位に設定し、その分を通信料金として回収するというビジネスモデルが採用されている』ことが指摘されている
。この指摘にある通信事業者の戦略は、携帯電話サービス契約時の初期費用を低減させ契約の後に通信料金に上乗せして回収するというものであり、前述の「スイッチングコストの高い市場では初期のシェア争いで激しい価格競争を行いより多くの消費者を獲得し、その後にスイッチングコストを見込んだ高い料金設定とする」という競争戦略が、携帯電話市場において明確に採用されていることがうかがえる。

図２．４．　携帯電話のビジネスモデル

[image: image4.emf]
出典：総務省・モバイルビジネス研究会資料

その販売戦略を支えていたのが販売奨励金制度である。販売奨励金制度においては、通信事業者によって端末の販売代理店へ販売奨励金という補助金が支給される。これをもとに販売代理店は端末を無料に近い価格で消費者に提供することが可能となり、消費者は非常に低い初期費用で端末を購入することが出来る。その後、通信事業者は通信料金にその販売奨励金に該当する金額を上乗せして回収する。以上のような販売奨励金制度が、日本における携帯電話のビジネスモデルでは採用されてきた。

図２．５．　販売奨励金制度の仕組み

[image: image5.emf]
出典：総務省・モバイルビジネス研究会資料

　しかし販売奨励金制度は端末料金への補助を月々の通信料支払いで回収するため、端末の使用年数差によって損得が発生してしまうことが問題視されるなど、日本における携帯電話の普及が進むにつれ、従来のビジネスモデルは図２．５．に示されるような見直しの必要性に直面することとなった。

また、携帯電話の普及が進み携帯電話の新規契約数の増加が頭打ちになるにつれ、携帯電話市場における通信事業者間の競争は、「新規顧客の獲得競争」から「既存顧客の奪い合いによる獲得競争」に移ることとなる。このとき、携帯電話市場における高い“スイッチングコスト”の存在は通信事業者間の競争活性化にとって大きな壁となる。

携帯電話市場における競争の目的が「既存顧客の獲得」に推移する中では、スイッチングコストの高さは消費者が通信事業者を「乗り換え」するためのインセンティブを大きく阻害するものであり、普及の行き渡った市場における競争を活性化するためには、スイッチングコストを下げるための政策がおのずと必要になってくる。こうした背景から、携帯電話市場におけるスイッチングコストの中でも特に、携帯電話契約において個別の回線を認識するために最も重要な「携帯電話の番号」について、通信事業者をまたいで持ち運ぶことのできる「番号ポータビリティ制度」が検討された。

図２．５．　携帯電話契約数の推移（PHS等は除く）
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総務省統計局・社団法人電気通信事業者協会の資料より作成

２．２．MNPの概要

○制度の概要

既に記したように、携帯電話市場においては通信事業者をまたいで電話番号・メールアドレス・携帯端末・アプリケーション等の一部デジタルコンテンツを持ち運ぶことができず、これがスイッチングコストを高くする要因となっている。この低減を目的として導入されたのがMNP(Mobile Number Portability)制度である。

MNP(Mobile Number Portability)は、「携帯電話の番号ポータビリティ制度」の略称であり、総務省の推進によって2006年10月24日より導入された。“携帯電話の利用者が携帯電話会社を変更した場合に、電話番号はそのままで変更後の携帯電話会社のサービスを利用できる”制度である。
○導入の経緯

　総務省が2001年12月に草案を発表し、2002年1月に取りまとめられた「情報通信新時代のビジネスモデルと競争環境整備の在り方に関する研究会」中間報告書の中では、「番号ポータビリティの導入方法（費用負担の在り方等を含む。）等について、一体的に、メーカー、通信事業者、行政当局等の間の意見交換を通じた検討の場を設けることが適当」という提言がなされた。この提言を受けて総務省では2003年11月より「携帯電話のポータビリティに関する勉強会」を設置し、その中で「平成１８年度のなるべく早い時期を目途に導入することが適当」という提言がなされた。

その後、2004年５月には総務省により「携帯電話の番号ポータビリティの導入に関するガイドライン」 の提示がなされ、審議会等の諮問を経て、2006年2月6日に「（電気通信事業法第四十八条二第一項の規定に基づく）電気通信番号規則」の改正を公布し、11月1日より施行された
。

図２．６．　「携帯電話の番号ポータビリティ」の概要
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出典：「総務省・携帯電話の番号ポータビリティ」HP

２．３．スイッチングコストと先行研究

　スイッチングコストには、経済的な負担のみだけでなく、事業者を変更する際に消費者が負担する心理的負担なども含まれる。このため通常その推計においては、代表的な個人の効用関数が仮定され、その推計を通してスイッチングコストが算出される。
　日本の情報通信分野において、実際にスイッチングコストを推計した先行研究には、固定ブロードバンド市場のスイッチングコストを推計した安橋・依田(2004)、携帯電話市場のスイッチングコストを推計した中村(2007)、中村(2008)、大橋・北野・齋藤(2007)などが挙げられる。中でも、本研究において注目するのは、MNPがスイッチングコストと消費者余剰に与えた影響を推計した大橋・北野・齋藤(2007)の研究である。
３．実証分析

３．１．問題提起

大橋・北野・齋藤(2007)らの研究から、MNP導入によってスイッチングコストが約50％程度低下したことが示された。しかしながらここでもう一度検討を加える必要があるのは、MNPに呼応する形で導入された各キャリアの契約オプション変更である。具体的には図３．１．で示されるように、MNPに前後して各キャリアから様々な料金オプションプランが提示された。ここで注目するのは、その中でも契約期間拘束と違約金を伴う契約である。2006年2月1日のauによるMY割の導入、2005年11月1日のdocomoによる新料金プランの導入など、契約拘束年数を延長する一方で基本料金を大幅に割引く料金プランなどが強化された。またSoftBankは他のキャリアとは料金戦略で一線を画し、独自のホワイトプランやゴールドプラン、docomo、auとそれぞれ対応したブループラン、オレンジプランなどを導入した。
こうした違約金を伴う契約拘束に対する懸念として、MNPによって引き下げられたスイッチングコストが再び上昇することが考えられる。もしくは、これらの料金プランの導入によって、スイッチングコスト減少の効果が減殺されてしまった可能性が指摘できる。というのも、キャリア側は物理的なスイッチングコストだけではなく、契約期間といった人為的なスイッチングコストを設定することで、コストを再び上昇させることが可能となるためである。これによって、政策目的であったはずのスイッチングコスト低下効果が、違う手段によって弱められてしまったことになる。
この点について、以下ではマイクロデータを用いた実証分析から、MNP前後で契約期間拘束によってどれだけスイッチングコストが上昇していたのかを示す。具体的には、MNP導入前後にキャリアを変更したユーザーが、変更していないユーザーと比較して平均的にどれだけ契約期間・違約金が上昇しているのか、回帰分析を用いて推計する。
図３．１．　MNP関連の公表と料金オプションプランなどの変遷

[image: image8.emf]
出典：大橋・北野・齋藤(2007)
３．２．データ

データには、大橋・北野・齋藤(2007)で用いられたマイクロデータを利用した
。このデータは、マクロミル社のモニターとなっている携帯電話利用者を対象に、ウェブアンケート調査が実施され、その結果得られたものである。調査のアンケート項目には、性別や年齢、所得などの回答者の属性に加え、過去及び現在の携帯電話利用状況などについて詳細な質問が設けられている。また、MNP制度に関連して携帯電話キャリアを変更した消費者の分析を目的に行われた調査であるため、MNPが実施された2006年10月24日以降、キャリアを変更した消費者が高い確率で抽出されている。
このうち、実際に研究に際して利用したデータは、アンケート回答当時にdocomo、auを利用していた回答者のサンプルのみである。このようにデータを限定した理由としては、次節で消費者の携帯電話契約に対する行動様式を定式化する際に、基本料金の割引率を考慮するものの、SoftBankの場合は割引の方式が他社と比較不可能なためである。またこれに加えて、当時のdocomo、au利用者においても、特殊な割引を適用している者、回答が不明な者などを除外した。これらを除外したところ、結果的に残ったサンプル数は1021であった。これらのサンプルを利用して、以下では消費者の携帯電話契約に際する行動様式をモデル化していく。
３．３．モデル

データの分析手法には、OLSを用いた。推計を通して検証するのは、MNP前後で契約年数拘束によって契約期間と違約金が上昇していたのではないか、また上昇していたのであればどの程度上昇したのか、という点である。具体的には、MNP導入前後にキャリアを変更したユーザーが、変更していないユーザーと比較して平均的にどれだけ契約年数・違約金が上昇しているのかを推計する。
想定したモデルは、被説明変数に契約期間と違約金、説明変数に契約期間に影響を与えると考えられる個人の選好や属性として、年齢、所得、おサイフダミー、テレビダミー、docomoダミー、基本料金の割引率を考慮した。
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ここで
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はそれぞれの切片と誤差項を表す。注目すべき変数として、MNP前後の契約期間や違約金の変化を表す変数は、「SWITCH1年」である。この変数は、アンケートを集計した時点(2007年2月~3月)以前の1年以内に携帯電話キャリアを変更した利用者を1、それ以外の利用者を0としたダミー変数である。携帯電話利用者の契約期間や違約金の変化といった契約内容の変遷は、キャリア変更の際だけではなく、携帯電話の機種変更の際や、場合によってはキャリアも機種もそのままで料金プランのみ変更することが十分にありえる。したがって、本来ならばこうした契約の変更について全てを網羅する形の変数を用いるのが正確だが、今回はデータの制約から、確実に利用者が料金プランを変更したと想定できるキャリア変更を、その変数の代理とした。また、期間として1年を取ったのは、法律の改正が（アンケート時点から）約1年前であり、その前後でキャリアがMNPに備えたと思われる料金・契約オプションプランの変更を活発に行っているためである。念のため、推計ではこうした期間設定の恣意性に配慮して、期間を変えていくつかの検証を試みる。
図３．２．　「SWITCH1年」ダミー変数の設定方法
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表３．１．で示されるように、携帯電話利用者の契約期間、違約金と基本料金の割引率については、アンケートから利用者の料金オプションプランを割り出し、そこから契約年数と違約金、及び割引率をそれぞれに割り当てた。また表からも明らかなように、docomoとauを比較した場合、docomoには当時2年契約のオプションが存在していなかったため、au利用者と比較して、平均的に契約期間が短くなることが予想される。従ってここでは「docomoダミー」を使用した。更に、当初のデータ使用目的から、MNP制度利用者が実際のMNP利用者よりも高い比率で抽出されている。この点を考慮し、MNP利用者が契約期間に対して特定の選好を持っている可能性を排除するために、「MNPダミー」を加えた。最後に、消費者の携帯電話に対する購買行動の差異、具体的には「飽きっぽさ」などをコントロールするために、携帯電話の質に関する変数として、「おサイフダミー」と「テレビダミー」を加えた。それぞれのダミーは、携帯電話におサイフ機能、テレビ機能がついていれば、「おサイフダミー」、「テレビダミー」をそれぞれ1(そうでなければ０)とするダミー変数である。おサイフ機能はキャリアを変更する際に手続きが煩雑なため、そうしたサービスの利用者は潜在的に期間の長い契約を好む消費者の可能性がある。また、「よいものを長く」という言葉にも表されるように、当時の最新機能であったテレビ機能付携帯電話の利用者は、携帯電話を長く使用する選好の利用者の可能性がある。こうした消費者の選好の差異をコントロールするために、それぞれをダミーとして加えた。
表３．１．　契約年数、違約金と基本料金の割引率
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注１：データの制約から、回答者の契約加入時期の違いによる割引率の違いが不明であったため、便宜的にキャリアごとの最新の割引率が自動適応されるものとする。
注２：同じく、利用者の利用年限が何年目であるかも特定不可能なため、便宜的に2年目と6年目、平均の割引率を一律に用いる。
注３：他の料金オプションと比較するため、auの「学割」については、便宜的に基本料金の割引率を50%とする。
３．４．結果

推計結果は表３．２．に示されたとおりである。基本料金の割引率には平均を用いた。ちなみに2年目、6年目のいずれを用いても結果について大きな差は見られなかった。
「SWITCH1年」の係数は有意に正の値をとり、基本料金の割引などをコントロールしてもなお、MNP前後に契約期間・違約金ともに上昇していたことが分かる。正確に言えば、MNP導入前後１年間にキャリアを変更したユーザーが、変更していないユーザーと比較して、平均的に1契約あたり契約期間で約1ヶ月、違約金で約720円それぞれ上昇していた。実際には月単位の契約や違約金は存在しないため、ここから言えることとしては、MNP導入前後１年間にキャリアを変更したユーザーの比較的多くが、0年ではなく、1年や2年といった契約期間拘束と違約金を伴う契約に加入したことになる。
そのほかの変数についても、「年齢」と「おサイフダミー」「MNPダミー」以外については有意な結果が得られた。「docomoダミー」は期待されたとおり有意にマイナスとなり、docomoユーザーはauユーザーよりも、平均的に契約期間と違約金が低いことが伺える。「基本料金割引」も、割引率が高ければ高いほど契約年数が長くなる傾向があり、割引を考慮してユーザーが契約年数を選択していることが分かる。また、所得は有意に正となっているものの、その効果の値は非常小さい。また、携帯電話の品質などに対する消費者の嗜好をコントロールするために加えた「テレビダミー」も、有意に正の値をとっている。
表３．２．　推計結果

[image: image15.wmf]被説明変数：

契約期間

(

年

)

被説明変数

：違約金

(

円

)

説明変数

t

’l

�à–¾•Ï�”

t

’l

SWITCH1

年

0.091

*

1.92

SWITCH1

年

720

***

2.74

docomo

ダミー

-0.218

***

-7.32

docomo

ダミー

-1522

***

-9.61

基本料金割引

(

％）

0.023

***

18.39

基本料金割引

(

％

)

84

***

17

年齢

-0.00013

-0.11

年齢

2.2

0.35

所得

1.02E-06

**

2.23

所得

0.006

***

2.64

おサイフダミー

0.054

1.26

おサイフダミー

202

0.85

テレビダミー

0.114

**

2.06

テレビダミー

666

*

1.93

MNP

ダミー

-0.023

-0.42

MNP

ダミー

-210

-0.66

定数項

0.158

**

1.97

定数項

666

*

1.85

�¦

*** 

�F

1%

�A

** 

�F

5%

�A

* 

�F

10%

—LˆÓ�…�€‚É‚»‚ê‚¼‚ê‘Î‰ž

ŒW�”

(β)

�W�”

(β)


　次に、「SWITCH1年」ダミー変数における期間設定の恣意性を緩和するために、ダミー変数を取る期間に半年、1.5年、2年の3つのパターンを追加的に設定して、それぞれのモデルを再び推計しなおす。先のモデルでは「SWITCH1年」のダミー変数を、アンケートを集計した時点(2007年2月~3月)以前の1年以内に携帯電話キャリアを変更した利用者を1、それ以外の利用者を0としていた。これを「SWITCH半年」とする場合、アンケートを集計した時点(2007年2月~3月)以前の半年以内に携帯電話キャリアを変更した利用者を1、それ以外の利用者を0とする。同様にして、「SWITCH1.5年」の場合は1.5年、「SWITCH2年」の場合は2年として、それぞれ「SWITCH1年」と入れ替えることで推計をやり直す。それぞれの推計結果の詳細はAppendixに譲るものとして、「SWITCH～年」の係数のみを取り出して比較すると、表３．３．のようになる。

表３．３．　「SWITCH～年」ダミー変数の係数の変化
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　表から分かるように、MNPが近づくにつれて契約期間・違約金の係数が次第に上昇し、値もより有意になっていく。MNP導入前後半年にキャリアを換えたユーザーは、変更していないユーザーと比較して、平均的に1契約あたり契約期間で約1.5ヶ月弱、違約金で約881円それぞれ高い水準にあるのに対し、一方で期間を2年とった場合、その係数は有意ではなくなってしまう。このことから、やはりMNP前後に契約期間や違約金が上昇した、つまり言い換えれば、1年や2年といった契約期間拘束と違約金を伴う契約に加入するユーザーが増加したことになる。
４．結論と政策提言

分析の結果から、MNP前後に契約期間や違約金が平均的に上昇したことが分かった。正確に言えば、1年や2年といった契約期間拘束と違約金を伴う契約に加入するユーザーが増加したことになる。

これに伴い、ユーザーのスイッチングコストも上昇したものと考えられる。特にMNP利用者については、定義上、MNP後にキャリアを変更し、利用者は100%の確率で契約内容を変更していることから、直接的にこのスイッチングコスト上昇の影響を受けているものと考えられる。従って、このスイッチングコスト上昇が抑制されていれば、MNP制度利用導入によって、より一層消費者の余剰は高まっていた可能性が高い
。
　ただしここで注意が必要な点として、この「余剰が高まっていたかもしれない」という場合、現在の割引契約プランで、契約拘束と違約金を無くすことが前提となっている。つまり、消費者にとっては（契約拘束や違約金に特殊な効用を見出さない限り）明らかに有利な契約となる。したがって、余剰が上昇するのは自明であるともいえる。また、仮にこうした契約期間拘束や違約金を禁止していた場合、本当にキャリア側から現在のような割引料金オプションが提示されていたかどうかは分からない。したがって、キャリアの将来的な商品戦略まで加味すれば、単純に契約期間拘束を禁止することが、消費者余剰の増進に貢献するとは言いきれない。

　しかしながら、こういった点を考慮しても、現在の料金体制に関しては以下のような問題点が指摘できる。まず第一点目として、果たしてキャリアが違約金を設定することに経済的に正当な理由が存在しえるのか、という点である。長期契約（違約金）が経済厚生の観点から正当化されうるのは、取引に際してホールドアップ問題などが生じ、その契約によらなければ、消費者・供給者双方で効率な投資が行われないといった問題点が生じる場合である。こうした問題が存在しない限り、たとえ消費者が合理的であったとしても、長期契約はそれ自体によって、新規事業者の参入を阻害する場合があるという点において
、資源配分の効率性をゆがめる可能性がある。この点に関して、果たして携帯電話市場で見られる長期契約は正当化されうるのだろうか？ キャリアは消費者にサービスを提供するに当って、追加的に特殊的な固定投資を行っているのだろうか、疑問が残る。
また第二点目として、仮にキャリア側が必要な投資を行っているのだとしても、その金額は1年間で3,150円、2年間で9,975円なのだろうか？ 当時から現在まで引き継がれている契約方式では、1年（2年）拘束の契約の場合も、1年（2年）の期間が過ぎれば、契約月の1ヶ月間だけ無料でキャリアを変更できる期間が設定されており、その1ヶ月を過ぎれば再び1年間（2年間）解約を行うには違約金が必要となる。つまり、契約月の一ヶ月間を除けば、半永久的に解約料金が発生することになる。こうした契約方式は、果たして資源配分の効率性を達成するために必要な水準の違約金だといえるのだろうか？

以上のような点を踏まえた上で、ここでの結論としては、やはり日本の携帯電話市場におけるスイッチングコストは是正されるべきだと考えられる。この立場に立てば、MNPのようなスイッチングコストを引き下げる政策においては、番号などの物理的・制度的なスイッチングコストだけでなく、契約期間拘束・違約金といったキャリア側が人為的に設定できるコストにも、注意が払われるべきだろう。
Appendix
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� 当研究におけるスイッチングコストの定義については、「 The Competitiveness of Markets with Switching Costs 」Paul Klemperer ,1987 に従うものとする。
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� 『携帯電話の番号ポータビリティ導入検討の経緯』総務省HP


http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/mnp/menu1.htm


� データの詳細については、大橋・北野・齋藤(2007)参照


� 大橋・北野･齋藤（2007）のモデルに基づいた場合、スイッチングコストの低下は消費者の期待効用を増加させ、余剰を増加させるため。


� Aghion and Bolton(1987)
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